
新型コロナワクチン健康被害 副反応疑い報告されていない事例が相次ぐ 関学教授が要望

書提出 

2024 年 11 月 28 日サンテレビ 

疑い報告数と実態が乖離している可能性は 

新型コロナワクチン接種後に副反応の疑いがあった場合の報告を医師が怠っている事例が

相次いでいるとして、医療従事者や健康被害を訴える市民に周知し報告を促すよう西宮市

に住む大学教授が市に要望書を提出しました。 

報告してほしいと依頼するも医師は拒否 

要望書を提出したのは、2021 年 9 月と 10 月に新型コロナワクチンを接種後、3年近く体調

不良が続いている関西学院大学経済学部の安岡匡也教授です。安岡教授は国に救済・補償

を求める予防接種健康被害救済制度に申請し、2024 年 6 月、ワクチンとの因果関係を否定

できないとして医療費と医療手当の支給認定を受けました。この際、ワクチンを接種した

医師に自らの症例を副反応の疑いとして報告するよう促しましたが拒否され、国に報告さ

れなかったということです。 

兵庫県内の死亡事例の支給認定 約 7割が報告されず… 

ワクチンの安全性を評価する国の副反応疑い報告制度では、必ずしも因果関係が明らかで

ない場合であっても副反応の疑いがあれば、医師や歯科医師など医療関係者は PMDA ・立 

行政法人 医薬品医療機器総合機構を通じて国に報告する義務があります。兵庫県によりま

すと、2024 年 8 月末現在、新型コロナワクチンとの因果関係を否定できないとして県内で

ワクチン接種後に亡くなった 32 人が健康被害救済制度による死亡一時金や葬祭料などの

支給認定を受けました。しかし、認定を受けた 32 人の事例のうち医師などから副反応疑い

として国に報告された事例は10人にとどまり、約7割が報告されていないということです。 



関西学院大学 安岡匡也教授 

「適切に副反応疑いの報告をあげてほしい。それが一番の期待というか要望。私もそうで

すが報告があがっていないというケースが多いということが問題。結局誰が損するかとい

うとワクチン接種を考える国民 1人 1人だと思う。だからせめて国民が接種について適切

に考えることができるようになるためにも副反応疑いをあげてもらわないといけない」 

安岡教授は 11 月 28 日、西宮市の石井登志郎市長宛てに要望書を提出。患者からの副反応

疑いの報告依頼について、医師が真摯に向き合い適切に報告するよう促すほか、健康被害

を訴える市民が自ら PMDA のホームページで報告したり、市町村の窓口で報告書を記入した

りできることを周知することを求めました。今後、兵庫県に対しても同様の要望書を提出

する予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


